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Ａ．研究目的 

ヒトパピローマウイルス(HPV)に注目し、感染

症として発症する尖圭コンジローマと子宮頸癌

の必要条件であるハイリスク型 HPV感染（HR-HPV）

について検討し、さらに産婦人科医を対象として、

全国規模のアンケート調査を用いて、尖圭コンジ

ローマ（以下、コンジローマ）とコンジローマ合

併妊娠の頻度、管理について全国実態調査を行っ

た。これによって、コンジローマが生殖可能年齢

に与える影響について産科、婦人科の立場として

現状を把握した。本実態調査では、近年の社会問

題となっている梅毒流行にも注目し、同じ調査に

おいて妊婦に注目した梅毒の実態を調べること

とした。産婦人科医を対象とした調査研究である

ことから、厚労省・国立感染症研究所の全数把握

や定点調査とは異なる切り口の実態が把握でき

ると期待される。昨今の国内の梅毒流行を考える

と本研究は急務であり、性感染症の実態把握を目

的とする本研究班と、日本産科婦人科学会の性感

染症の実態調査小委員会の共通する目的と考え

た。

一方、HPV ワクチン接種は定期接種ワクチンで

ありながら、接種の積極的勧奨が 2013 年 6 月に

中止されて既に 5年が経過した。ワクチン接種後

の健康被害が報道され、因果関係は不明であるに

も関わらず、イメージ先行の安全性に対する不安

感から、子宮頸癌の予防という大きな有効性を凌

駕する形で、一般市民からは危険なワクチンとし

て偏見が持たれている。しかし、HPV ワクチンの

危険性を問題にした国は世界になく定期接種と

なっている国が 71カ国であり、3億回接種されて

いる。フィンランドからは、子宮頸癌、外陰癌、

咽頭癌が減少しているとの報告もある。健康被害

の因果関係は不明で、かつ開腹しない健康被害は

10万人対 5名である。これらの情報が一般市民に

周知されていないために子宮頸がんを予防した

いと考え HPVワクチン接種を希望する親子が、実

質的に接種の判断ができない状態である。本研究

では、これらの現状を踏まえ、集積された情報を

一般市民（高校生）に提供した場合の高校生 3年

生の判断とその意識を調べることとした。 

Ｂ．研究方法 

（１）日本産科婦人科学会の女性ヘルスケア委員

会内にある、本邦における産婦人科感染症実態調

査小委員会（小委員長：深澤一雄、委員：岩破一

博、川名 敬、大槻克文、野口靖之）によって企

画、立案され、日本産科婦人科学会によって実施

された「性感染症による母子感染と周産期異常に

関する実態調査」である。 

 目的としては、性感染症のなかで、性器クラミ

ジア感染症、淋菌感染症、尖圭コンジローマ、性

器ヘルペス、梅毒に関して、母子感染と周産期異

常に着目し、新生児管理も含めた実態調査を行っ

た。 

 日本産科婦人科学会の研修施設（研修基幹施

設）628施設を対象として、「性感染症による母子

感染と周産期異常に関する実態調査」と題するア

ンケート調査を送付依頼した。2015 年１～12 月

の 1年間のデータを回収集積し各感染症の診断法、
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になっている国は世界的にも日本だけである。本研究では、HPV ワクチン接種を希望しない親子

の実態把握と HPVワクチン接種の啓発を目的とした。また、近年社会問題となっている梅毒の流

行から、妊婦における梅毒感染者の実態調査も合わせて実施し、その解析をまとめた。性行為感

染における若年女性の意識と社会的背景の実情から、女性のリプロダクティブヘルスと性感染症

の間に存在する１つの課題が浮き彫りとなった。 
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治療法等を解析した。アンケート調査および回答

は web上で行った。 

 梅毒についての調査では、妊婦、非妊婦につい

て 2011～2015 年の発生数のトレンドを調べた。

また、梅毒合併妊婦についての発見の契機、進行

期、治療の有無、治療時期、先天梅毒の有無、児

の予後について調査した。 

（２）高校生への HPVワクチンに関する意識調査

として、都内 A高校の高校 3年生の授業において

女性の健康教育の授業を行っている。その授業内

での無記名アンケートを回収し、解析した。 

（倫理面への配慮）日本産科婦人科学会の研究倫

理委員会の承認のもとで、本実態調査は施行され

た。アンケートは研修基幹施設の産婦人科責任者

に対して行われ、個人情報は扱っていない。また、

高校生へのアンケートは、授業終了時の感想文と

して、無記名で回収した。 

Ｃ．研究結果 

（１）研修施設 628 施設中、257 施設 （回収率

４１%）より回答を得た。これらの施設からの分

娩総数は 144,427件 (施設別 0～3403件/年、年

間 400 件台が 38 施設で最多)となった。梅毒合併

妊婦は、2011～2015の 5年間で 166名抽出された。

166 名のうち、妊婦健診を未受診もしくは不定期

受診であった妊婦が 25％を占めていた。これらの

妊婦では、梅毒スクリーニング検査が妊娠初期に

実施されず、診断時期が妊娠中期以降もしくは産

褥となっていた。そのため、治療介入も妊娠後期

や産褥となり、遅かった。その結果、166名のう

ち、20名の先天梅毒が発生していた。梅毒合併妊

婦も、その後に発生した先天梅毒も、2014, 2015

年に集中しているおり、近年の梅毒流行が妊婦ま

で及んできていることが浮き彫りとなった。先天

梅毒 20例のうち、6例は死亡か後遺症が残ってい

る。次世代にまで影響し始めていることが判明し

た。同時に、未受診、不定期受診妊婦といういわ

ゆる社会的ハイリスク妊婦と梅毒合併妊婦がオ

ーバーラップしていることがわかり、妊婦スクリ

ーニング検査を摺り抜けた結果の先天梅毒発症

であることが判明した。 

（２）HPVワクチンについて、平易な表現で高校

生に授業を行った。子宮頸がんが 30 歳前後で発

症すること、誰でも発症しうること、ウイルスが

原因のがんであること、ウイルス感染は女性の約

80％に起こっていること、ウイルス感染を予防す

る方法としてワクチンがあること、ワクチン接種

によって海外では子宮頸がんがなくなってきた

こと、ワクチン接種後の健康被害は 100学年で 1

名程度の極めて稀な現象であること、1学年で 3

名が子宮頸がんになり、そのうちの 1名はがんで

亡くなってしまうこと、を説明した。その結果、

高校 3年生の 90％が HPVワクチンを接種するべき

と考えていた。10％はそれでも安全性に不安があ

るから接種したくない、と考えている。 

Ｄ．考察 

（１）今回の実態調査は、専門医機構の基幹病院

に対して実施されており、一般診療所の症例は含

まれていない。そのために、厚労省・感染研から

の全数報告数とは数字がずれている。しかし、妊

婦に特定した梅毒報告数は過去には報告がない

点で有用な情報である。妊婦まで梅毒が蔓延して

きている実態を把握できたことから、次世代への

影響も懸念され始めていることが窺える。先天梅

毒の発症には、社会的ハイリスク妊婦の問題があ

る。これは医療行政や医療機関の努力では解決す

ることが難しい問題である。梅毒の流行自体を終

息させることが肝要であると考えられる。 

（２）HPVワクチンによる子宮頸がん減少効果が

証明されてきている。その中で、日本だけが世界

で唯一接種を事実上中止している状態である。定

期接種ワクチンであるため、接種は国民の努力義

務であるにも関わらず、接種できないでいる最大

の理由は情報不足と考えられる。厚労省はリーフ

レットを 2018.1.18に発行しているが、難解な文

章で一般市民にはその意味が理解しにくい。また、

アクセスもしにくい。HPVワクチン普及のために

は情報を一般市民がわかりやすく目の留まる然

るべき場所に掲示することが望まれる。高校生で

も、HPVワクチンの必要性や重要性を理解し、接

種するべきと考えている。一般市民への情報提供

の手段が重要である。

Ｅ．結論 

 梅毒については、妊婦、胎児（新生児）へその

蔓延が波及していることが分かった。次世代への

影響も明らかになっていることから、社会として

梅毒流行を終息させることが急務である。 

 HPVワクチンの普及には、一般市民自身の判断

が求められるシステムになっている。そのために

は正しい情報を提供し、イメージ先行の世論を改

善させる必要がある。啓発は、ツールとともにわ

かりやすい内容で、できれば公的機関からの発信

が必要である。 
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